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１　令和６（２０２４）年度補正予算概要

一般会計

［歳　入］

（単位：千円）

科　　　目 補　正　額

(国)民生費負担金 △ 3,481 低所得者介護保険料軽減負担金減 △ 3,481

(道)民生費負担金 △ 1,740 低所得者介護保険料軽減負担金減 △ 1,740

指 定 寄 付 金 2,513 社会福祉施設整備基金積立金分 2,513

雑 入 2,525 感染症医療費返還金 2,525

民 生 債 5,200 過疎地域持続的発展特別事業債増 5,200

［歳　出］

　 民生費

（単位：千円）

科　　　目 補　正　額 説　　　明 特定財源

社 会 福 祉 総 務 費 358 生活困窮者自立支援対策　　　　　 (国)生活困窮

　　　　　　　　事業費増　　　  358 　者自立相談

　生活困窮者自立支援 　支援事業費

　　　　　　　　対策費増　　　 358 　等負担金

268

障 害 者 福 祉 費 505,182 障害者自立支援給付費増　　　368,009 (国)障害福祉

　障害福祉サービス費増　 　322,850 　サービス費

　計画相談支援給付費増　 　 30,008 　負担金

　障害者補装具費増　　　　　15,151 161,425

障害児支援給付費増　　　　　119,173 (国)計画相談

　障害児通所給付費増　　　 119,173 　支援給付費

障害者支援施設熱中症防止 　負担金

　　　　　対策支援事業費　　　1,500 15,005

障害児通所支援事業所等 (国)障害者補

　　　熱中症防止対策支援 　装具給付費

　　　　　　　　　事業費 　　16,500 　負担金

7,576

説　　　明
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（単位：千円）

科　　　目 補　正　額 説　　　明 特定財源

(国)障害児通

　所給付費負

　担金

59,587

(国)障害者総

　合支援事業

　費補助金

1,000

(国)保育対策

　総合支援事

　業費補助金

11,000

(道)障害福祉

　サービス費

　負担金

80,712

(道)計画相談

　支援給付費

　負担金

7,502

(道)障害者補

　装具給付費

　負担金

3,788

(道)障害児通

　所給付費負

　担金

29,793

重 度 心 身 障 害 者 355 その他所要経費増　　　　　　    355 (道)重度心身

医 療 助 成 費 　障害者医療

　費補助金

177

老 人 福 祉 費 198,000 補助金増　　　　　　　　　　198,000 (国)地域密着

　地域密着型サービス 　型サービス

　　拠点整備費等補助金増　 198,000 　拠点整備費

　等補助金

132,000

2



（単位：千円）

科　　　目 補　正　額 説　　　明 特定財源

生 活 保 護 総 務 費 2,947 生活保護適正化対策　　　 (国)障害者総

　　　　　　　　事業費増　　　　697　合支援事業

保護施設熱中症防止対策 　費補助金

　　　　　　　支援事業費　　　2,250 1,500

(国)生活保護

　費補助金

522

扶 助 費 636,053 生活保護費増　　　　　　　　636,053 (国)生活保護

　費負担金

477,039

介 護 保 険 事 業 費 1,426 介護保険サービス利用者 (道)社会福祉

　　　　　　負担対策費増　　　1,426 　法人利用者

　社会福祉法人利用者支援 　支援事業費

　　　　　　　　　事業費　　 1,426 　補助金

1,070

　 衛生費
（単位：千円）

科　　　目 補　正　額 説　　　明 特定財源

保 健 衛 生 総 務 費 7,578 補助金等返還金増　　　　 　　 7,578 (その他)感染

　症医療費返

　還金

7,578

健 康 増 進 費 9,280 健康診査関係経費増　　　　　 　 208 (国)保健所費

　肝炎ウイルス検診費増 　　　  208 　補助金

がん対策推進事業費増　　 　　 8,882 85

　がん検診事業費増　　 　　　8,711 (道)健康増進

　がん検診受診促進・普及 　事業費補助

　　　　啓発等関係経費増　 　　171 　金

歯科保健事業費増　　　　　 　　 190 264

　歯科健康診査事業費増　　 　　190 (その他)ふる

　さと寄付金

100

感 染 症 等 予 防 費 16,483 感染症予防計画関係経費増　　 　 820 (国)感染症等

　感染症危機対策　 　予防事業費

　　　　　　体制整備費増　　 　820 　負担金

予防接種障害者給付金増　 　　15,494 410
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（単位：千円）

科　　　目 補　正　額 説　　　明 特定財源

感染症予防費増　　　　　　 　 　169 (国)予防接種

　感染症対策費増　　　　　　 　169 　事故対策費

　負担金

15,494

(国)保健所費

　補助金

84

火 葬 場 費 13,452 火葬場運営対策費　　　　　 　13,452

［繰越明許費］

（追加）

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

3 民　生　費 1 社会福祉費
障 害 者 支 援 施 設
熱 中 症 防 止 対 策 支 援 事 業

1,500

3 民　生　費 1 社会福祉費
障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 等
熱 中 症 防 止 対 策 支 援 事 業

16,500

3 民　生　費 1 社会福祉費
地 域 密 着 型 サ ー ビ ス
拠 点 整 備 費 等 補 助 金

198,000

3 民　生　費 3 生活保護費
保 護 施 設
熱 中 症 防 止 対 策 支 援 事 業

2,250
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介護保険事業特別会計

（単位：千円）

事 項 説　　　　明 事 項 説　　　　明

国 庫 国庫支出金減           △494,068 総 務 費 総務費減　　　　　　　　　△8,800

支 出 金 　介護給付費負担金減　△166,918 　介護保険システム

　調整交付金減        △298,351 　　　　　改修事業費減   △8,800

　介護予防・日常 保 険 保険給付費減            △964,721

　　生活支援総合事業 給 付 費 　介護サービス給付費減 △907,367

　　　　　　交付金減　 △14,304 　審査支払委託費増    　　   745

　包括的支援等事業 　高額介護サービス費減  △47,848

　　　　　　交付金減 　△10,095 　高額医療合算

　介護保険事業費 　　　介護サービス費減　△10,251

　　　　　　補助金減　  △4,400 地域支援 地域支援事業費増　　　　　　　354

支払基金 支払基金交付金減    　 △317,967 事 業 費 　認知症地域支援・ケア

交 付 金 　介護給付費交付金減  △317,967 　　　　　向上事業費増　　　 354

道支出金 道支出金減             △211,440 基 金 介護給付費準備基金

　介護給付費負担金減  △197,452 積 立 金 　　　　　　　積立金増   　   472

　介護予防・日常 職 員 費 一般部局職員費減　　　　　△4,295

　　生活支援総合事業

　　　　　　交付金減　  △8,940

　包括的支援等事業

　　　　　　交付金減　　△5,048

財産収入 積立基金運用収入増         　472

繰 入 金 繰入金増                  44,107

　一般会計繰入金減    △136,556

　基金繰入金増          180,663

諸 収 入 雑入増        

(第三者納付金ほか)　　　　 1,906

補正額計                        △976,990 補正額計                         △976,990

補 正 後 補 正 後

予 算 額                       32,842,600 予 算 額                        32,842,600

歳　　　　入 歳　　　　出
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２　令和７（２０２５）年度予算概要

一般会計

［歳　出］

　 民生費 （単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

笑 顔 で 暮 ら せ る 183,475 地域共生社会推進経費　　　　 　　242 (国)生活困窮

地域づくり関係経費 　者自立相談

地域で見守り支える福祉拠点推進経費 　支援事業費

                             183,233 　等負担金

30,828

民生委員関係経費 71,314 民生委員推せん会委員報酬　　     250 (国)民生委員

　・児童委員

民生委員活動費　              62,308 　研修事業費

　補助金

民生委員協議会負担金　         7,701 178

その他諸経費                   1,055

介護人材等地域定着 18,310 介護人材等地域定着奨励金　　  15,600

対 策 事 業 費

介護職員等資格取得支援事業費   2,336

その他諸経費                     374

在宅福祉促進事業費 42,440 在宅福祉ふれあい事業費補助金

総合福祉センター 237,803 指定管理者 (その他)総合

管 理 委 託 料 　社会福祉法人函館市社会福祉協議会 　福祉ｾﾝﾀｰ使

（債務負担行為分） 　用料

420

(その他)その

　他の雑入

　(総合福祉

　センター維

　持管理費負

　担金）

4,550
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

成年後見センター 11,461 成年後見制度の利用に係るワンストップ (国)障害者地

運 営 事 業 費 相談窓口および市民後見人の支援 　域生活支援

（債務負担行為分） 　事業費等補

　助金

459

(道)権利擁護

　人材育成事

　業費補助金

1,254

(道)障害者地

　域生活支援

　事業費等補

　助金

229

障 害 者 等 外 出 92,016 助成費　　　　　　　　　　　  87,086 (地方債)過疎

支 援 事 業 費 　地域持続的

事務費　　　　　　　　　　　　 4,930 　発展特別事

　業債

5,700

生 活 困 窮 者 7,515 自立相談支援事業費　　　　 　　3,886 (国)生活困窮

自 立 支 援 対 策 費 　者自立相談

住居確保給付金（家賃補助）　　 1,512 　支援事業費

　等負担金

住居確保給付金（転居費用補助） 2,117 5,486

(国)生活困窮

　者自立相談

　支援事業費

　等補助金

64

生 活 困 窮 者 世 帯 24,895 生活困窮者世帯学習支援等業務委託料 (国)生活困窮

学 習 支 援 等 業 務 　対象者数　100人 　者自立相談

委 託 料 　支援事業費

（債務負担行為分） 　等補助金

12,447

就 労 準 備 支 援 2,341 生活困窮者への就労準備支援業務委託料 (国)生活困窮

業 務 委 託 料 　 　対象者数　10人 　者自立相談

（債務負担行為分） 　支援事業費

　等補助金

1,560
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

障 害 者 自 立 8,602,200 障害福祉サービス費　　　　 7,679,643 (国)障害福祉

支 援 給 付 費 　サービス費

　居宅介護等事業　　　　　　233,475 　負担金

3,839,821

　生活介護事業　　　　　　2,717,242 (国)地域相談

　支援給付費

　短期入所事業　　　　　　　 32,734 　負担金

50

　療養介護等事業　　　　　　146,731 (国)計画相談

　支援給付費

　共同生活援助事業　　　　　892,633 　負担金

68,168

　施設入所支援事業　　　　1,078,556 (国)障害者自

　 　立支援医療

　就労継続支援事業　　　　2,406,666 　費負担金

361,618

　就労移行支援事業　　　　　101,702 (国)障害者補

　装具給付費

　自立訓練事業　　　　　　　 54,497 　負担金

31,442

　就労定着支援事業　　　　　　　987 (道)障害福祉

　 　サービス費

　自立生活援助事業　　　　　　2,533 　負担金

1,919,910

　就労選択支援事業　　　　   11,754 (道)地域相談

　支援給付費

　高額障害福祉サービス等給付費  133 　負担金

25

地域相談支援給付費　　　　　　　 100 (道)計画相談

　支援給付費

計画相談支援給付費　　　　 　136,336 　負担金

34,084

障害者自立支援医療費　　　　 723,236 (道)障害者自

　（更生医療給付費） 　立支援医療

　費負担金

障害者補装具費　　　　　　　　62,885 180,809

(道)障害者補

　装具給付費

　負担金

15,721
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

障 害 者 地 域 生 活 271,625 基幹相談支援センター事業　　　36,455 (国)障害者地

支 援 事 業 費 　域生活支援

手話通訳者・要約筆記者等派遣事業 　事業費等補

　　　　　　　　　　　　　　　13,406 　助金

104,980

日常生活用具給付等事業　　　　97,918 (道)障害者地

　域生活支援

障害者地域活動支援センター事業 　事業費等補

　　　　　　　　　　　　　　　39,000 　助金

52,315

授産製品販売促進事業　　     　4,367 (その他)手話

　・要約筆記

点訳奉仕員等養成事業　　　　　 3,310 　派遣事業費

　負担金

日中一時支援事業　ほか　　　　77,169 1,931

(その他)あい

　よる２１障

　害者デイ

　サービス事

　業費負担金

37

(その他)障害

　者地域活動

　支援ｾﾝﾀｰ事

　業費負担金

1,435

(その他)障害

　者生活支援

　事業費負担

　金

7,899

重度身体障害者等 33,266 助成費　　　　　　　　　　　 29,919

タ ク シ ー 料 金

助 成 事 業 費 事務費　　　　　　　　　　  　3,347
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

障害児支援給付費 2,108,531 障害児通所給付費　　　　　2,074,069 (国)障害児通

　所給付費負

　児童発達支援事業　　　　 662,902 　担金

1,037,034

　放課後等デイサービス事業 (国)障害児相

　　　　　　　　　　　　 1,401,786 　談支援給付

　費負担金

　保育所等訪問支援事業　　　 9,288 17,231

(道)障害児通

　高額障害児通所給付費　　　　　93 　所給付費負

　担金

障害児相談支援給付費　　　　 34,462 518,517

(道)障害児相

　談支援給付

　費負担金

8,615

北 海 道 障 が い 者 5,200 第63回北海道障がい者スポーツ大会

ス ポ ー ツ 大 会 　　　　　　　　　　　　　開催経費

開 催 経 費

重 度 心 身 障 害 者 546,059 助成費　　　　　　　　　　　528,507 (道)重度心身

医 療 助 成 費 　障害者医療

調査支払事務委託料　ほか　　 17,552 　費補助金

177,638

(その他)高額

　療養費立替

　金収入

92,970

高 齢 者 交 通 料 金 89,859 助成費　　　　　　　　　　　 81,242 (その他)地域

助 成 事 業 費 　振興基金運

事務費　　　　　　　　　　　  8,617 　用収入

3,221
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

ひ と り 暮 ら し 25,677 端末機器設置費　ほか

高齢者等緊急通報

シ ス テ ム 設 置 費

い き い き 住 ま い 638 住宅改修助成費

ﾘﾌ ｫ ｰ ﾑ助成事業費

高齢者等在宅生活 14,135 外出支援サービス・除排雪サービス (地方債)過疎

支 援 事 業 費 生活援助員派遣事業 　地域持続的

　委託先 　発展特別事

　　公益社団法人函館市 　業債

　　シルバー人材センター　ほか 7,300

シ ョ ー ト ス テ イ 1,895 基本分　延　389日

事 業 費

送迎分　延  　2回

生 活 支 援 ハ ウ ス 32,227 施設数　2か所 (その他)生活

運 営 事 業 費 　支援ハウス

　利用者一部

　負担金

1,740

(その他)その

　他の雑入

（生活支援

　ハウス維持

　管理費負担

　金）

2,493

老人福祉センター 70,030 湯川老人福祉センター・ (その他)その

管 理 委 託 料 谷地頭老人福祉センター 　他の雑入

（債務負担行為分） 　指定管理者　セントラル警備株式会社 （老人福祉ｾﾝﾀｰ

　維持管理費

　負担金）

61
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

老 人 保 護 費 563,972 延　3,636人（養護老人ホーム） (その他)老人

　やむを得ない事由による措置　396日 　保護措置費

　負担金

177,550

就 労 準 備 支 援 10,535 生活保護受給者への就労準備支援業務 (国)生活保護

業 務 委 託 料 委託料　対象者数　45人 　費補助金

（債務負担行為分） 7,022

生 活 保 護 適 正 化 15,306 診療報酬明細書点検業務委託料　ほか (国)生活困窮

対 策 事 業 費 　者自立相談

　支援事業費

　等負担金

16,189

(国)生活保護

　費補助金

54,601

生 活 保 護 費 19,480,481 生活扶助人員　延　127,012人 (国)生活保護

　居宅　　　　延 124,467人 　費負担金

　施設　　　　延 　2,545人 14,500,542

(その他)生活

　保護費返還

　金収入

106,674

就 労 自 立 給 付 金 8,056 対象世帯数　127世帯 (国)就労自立

　給付金負担

　金

6,042

進 学 ・ 就 職 9,000 対象者数　36人 (国)進学・就

準 備 給 付 金 　職準備給付

　金負担金

6,750
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

介 護 従 事 者 確 保 11,669 介護人材確保・育成促進事業費

対 策 事 業 費  　　　　　　　　　　　　　 　8,964

介護助手活用促進事業費　　　　  600

「介護のしごと魅力発信教室」

                   開催事業費   605

介護人材養成活動支援事業費　  1,500
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衛生費 （単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

夜間急病センター 92,323 指定管理者　公益社団法人函館市医師会 (その他)夜間

管 理 委 託 料 　急病ｾﾝﾀｰ運

（債務負担行為分） 　営事業費負

　担金

19,019

骨髄バンクドナー 300 骨髄バンクドナー助成費 (道)骨髄ﾄﾞﾅｰ

助 成 事 業 費 　 　助成事業費

　補助金

150

精 神 保 健 対 策 費 1,959 精神保健対策推進費　　　　　　　348 (道)保健所費

　補助金

自殺対策推進費　　　　　　　　1,611 932

糖 尿 病 対 策 1,522 ヘルスリテラシー向上事業        234 (道)健康増進

推 進 事 業 費 　事業費補助

生活習慣改善事業              1,288 　金

559

(その他)後期

　高齢者医療

　広域連合受

　託事業収入

872
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

市 民 健 康 づ く り 2,101 市民健康づくり推進事業費　　　  990 (その他)後期

関 係 経 費 　高齢者医療

食育推進事業費　　            1,111 　広域連合受

　託事業収入

3,694

(その他)健康

　づくり推進

　地域支援事

　業助成金

200

(その他)その

　他の雑入

　(ﾍﾙｽﾒｲﾄ養

　成講座一部

　負担金)

27

は こ だ て 健 幸 18,000 参加型健康イベントの開催， (国)新しい地

プロジェクト負担金 はこだて健幸アプリ運用経費　ほか 　方経済・生

　活環境創生

　交付金

2,988

健康経営推進事業費 281 健康経営の普及・啓発 (道)健康増進

　事業費補助

　金

54
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

がん対策推進事業費 175,113 がん検診事業費　　　　　　　158,309 (国)保健所費

　受診者見込数　延　31,044人 　補助金

773

がん検診受診促進・ (その他)広告

　　　　普及啓発等関係経費　 12,878 　収入

55

胃内視鏡検診関係経費　　　　　1,400

がん患者医療用補正具

　　　　　　　購入助成事業費　2,526

若い世代のピロリ菌 1,778 中学２年生の希望者に対し，

検 査 事 業 費 ピロリ菌検査を実施　

　受検者見込数     1,489人

歯 科 保 健 事 業 費 29,224 歯科健康診査事業費        　 17,702 (国)保健所費

　補助金

口腔保健推進事業費           11,522 5,196

(道)健康増進

　事業費補助

　金

3,743

(その他)後期

　高齢者医療

　広域連合受

　託事業収入

18,758

(その他)低栄

　養防止・重

　症化予防等

　事業補助金

847
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（単位：千円）

事　　　項 予　算　額 説　　　明 特定財源

感 染 症 予 防 計 画 12,342 感染症危機対策体制整備費 　　 8,636 (国)保健所費

関 係 経 費 　補助金

新興感染症等検査体制整備費　　2,586 6,599

感染症危機対策物資購入費　　  1,120

定 期 予 防 接 種 費 655,117 Ｂ類疾病 　　　　　　　　　 655,117

　高齢者等新型コロナ

　　接種見込者数　48,943人

　高齢者等インフルエンザ

　　接種見込者数　49,122人

　高齢者等肺炎球菌

　　接種見込者数 　1,062人

　高齢者等帯状疱疹

　　接種見込者数 　7,374人

任 意 予 防 接 種 費 6,927 帯状疱疹ワクチン接種費助成事業費

感 染 症 予 防 費 33,290 感染症診査協議会委員報酬　　  　720 (国)感染症等

　予防事業費

感染症対策費　　　　　　　　 20,374 　負担金

7,977

感染症発生動向調査事業費　　  1,085 (国)保健所費

　補助金

結核対策特別促進事業費　　　　　277 1,537

感染症医療費　　　　　　　　 10,155

結核予防費補助金　　　　　　　　679

火葬場管理委託料 101,777 指定管理者 (その他)火葬

（債務負担行為分） 　株式会社マルゼンシステムズ 　場使用料

66,674

(その他)その

　他の雑入

 (斎場維持管

　理費負担金)

35

17



[債務負担行為] （単位：千円）

事　　項 期　間 限　度　額

公共施設照明設備ＬＥＤ化 令和 8 (2026)年度から 8,640

Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事 業 業 務 委 託 料 令和10(2028)年度まで

総 合 福 祉 セ ン タ ー

総 合 保 健 セ ン タ ー

火 葬 場 管 理 委 託 料 令和 8 (2026)年度から 747,876

斎 場 令和12(2030)年度まで

戸 井 斎 場

椴 法 華 斎 場

南 茅 部 斎 場
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介護保険事業特別会計

（単位：千円）

事 項 予 算 額 説　　　　明 事 項 予 算 額 説　　　　明

介 護 5,798,280 第１号被保険者 総 務 費 237,706 給付・賦課・収納・認

保 険 料 5,798,280 定調査等事務所要経費・

　現年賦課分 要介護認定ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化事業費

5,782,104 保 険 29,079,269 介護ｻｰﾋﾞｽ給付費・高額

　滞納繰越分 給 付 費 介護ｻｰﾋﾞｽ費等

16,176 地 域 1,951,573 介護予防・日常生活支

使 用 料 1 要介護認定・要支援認 支 援 援総合事業費

及 び 定等結果証明発行手数 事 業 費 1,456,307

手 数 料 料 　介護予防・生活支援

国 庫 8,191,807 介護給付費負担金等 　サービス事業費

支 出 金 1,397,745

支 払 8,301,281 介護給付費交付金等 　一般介護予防事業費

基 金 58,562

交 付 金 包括的支援等事業費

道 支 出 4,465,774 介護給付費負担金等 495,266

金 　在宅医療・介護連携

財 産 2,847 積立基金運用収入 　推進関係経費

収 入 29,300

繰 入 金 5,154,415 一般会計繰入金 認知症総合支援事業費　

5,134,000 20,226

　介護給付費分 　生活支援体制整備関

3,634,908 　係経費

　地域支援事業費分 52,258

281,323 　地域包括支援ｾﾝﾀｰ運

　職員給与費等分 　営事業費　ほか

725,640 393,482

　低所得者介護保険料 基 金 127,317

　軽減分 積 立 金

492,129 諸 支 出 10,101

介護給付費準備基金繰入金　 金

20,415 職 員 費 499,083

繰 越 金 1 前年度繰越金 予 備 費 10,000

諸 収 入 643 第三者納付金，返納金等　

合 計 31,915,049                        △136,454合 計 31,915,049

歳　　　　入 歳　　　　出
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３ 函館市障害者福祉基金条例等の一部を改正する条例の骨子 

 （保健福祉部所管分） 

 

 （１） 改正理由 

     基金の額を減額するため 

 

 （２） 改正内容 

     下記新旧対照表のとおり 

 

函館市障害者福祉基金条例 新旧対照表【第１条関係】 

現  行 改 正 案 

  

 （基金の額）  （基金の額） 

第２条 基金の額は，2億9,218万5,000円とする。 第２条 基金の額は，2億9,080万5,000円とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

 

 （３） 施行期日 

     公布の日 

20



 

４ 函館市保護施設の設備および運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い，救護施設等の職員の配置の基準に関する規

定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市保護施設の設備および運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第15条 救護施設には，次の各号に掲げる職員を

置かなければならない。ただし，調理業務の全

部を委託する救護施設にあっては，第７号に掲

げる職員を置かないことができる。 

第15条 （略） 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 栄養士 (6) 栄養士または管理栄養士 

(7) （略） (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第24条 更生施設には，次の各号に掲げる職員を

置かなければならない。ただし，調理業務の全

部を委託する更生施設にあっては，第７号に掲

げる職員を置かないことができる。 

第24条 （略） 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 栄養士 (6) 栄養士または管理栄養士 

(7) （略） (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 
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５ 函館市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備および 

運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨

子 

 

 （１） 改正理由 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準の

一部改正に伴い，指定生活介護事業者等の運営の基準に関する規定を整

備するため 

 

 （２） 改正内容 

     下記新旧対照表のとおり 

 

函館市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備および運営に関する 

基準等を定める条例 新旧対照表 

現   行 改 正 案 

  

（食事） （食事） 

第88条 （略） 第88条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定生活介護事業者は，食事の提供を行う場

合であって，指定生活介護事業所に栄養士を置

かないときは，献立の内容，栄養価の算定およ

び調理の方法について保健所等の指導を受ける

よう努めなければならない。 

４ 指定生活介護事業者は，食事の提供を行う場

合であって，指定生活介護事業所に栄養士また

は管理栄養士を置かないときは，献立の内容，

栄養価の算定および調理の方法について保健所

等の指導を受けるよう努めなければならない。 

  

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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６ 函館市障害福祉サービス事業の設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，

生活介護事業者等の運営の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     下記新旧対照表のとおり 

 

函館市障害福祉サービス事業の設備および運営に関する基準を定める条例 

新旧対照表 

  

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 

現   行 改 正 案 

  

（食事） （食事） 

第45条 （略） 第45条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 生活介護事業者は，食事の提供を行う場合で

あって，生活介護事業所に栄養士を置かないと

きは，献立の内容，栄養価の算定および調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努め

なければならない。 

４ 生活介護事業者は，食事の提供を行う場合で

あって，生活介護事業所に栄養士または管理栄

養士を置かないときは，献立の内容，栄養価の

算定および調理の方法について保健所等の指導

を受けるよう努めなければならない。 
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７ 函館市指定障害者支援施設の人員，設備および運営に関する

基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正

に伴い，指定障害者支援施設の運営の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     下記新旧対照表のとおり 

 

函館市指定障害者支援施設の人員，設備および運営に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

現   行 改 正 案 

  

（食事） （食事） 

第38条 （略） 第38条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定障害者支援施設は，食事の提供を行う場

合であって，指定障害者支援施設に栄養士を置

かないときは，献立の内容，栄養価の算定およ

び調理の方法について保健所等の指導を受ける

よう努めなければならない。 

５ 指定障害者支援施設は，食事の提供を行う場

合であって，指定障害者支援施設に栄養士また

は管理栄養士を置かないときは，献立の内容，

栄養価の算定および調理の方法について保健所

等の指導を受けるよう努めなければならない。 

  

  

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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８ 函館市障害者支援施設の設備および運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く障害者支援施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，障害

者支援施設の運営の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     下記新旧対照表のとおり 

 

函館市障害者支援施設の設備および運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

現   行 改 正 案 

  

（食事） （食事） 

第30条 （略） 第30条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 障害者支援施設は，食事の提供を行う場合で

あって，障害者支援施設に栄養士を置かないと

きは，献立の内容，栄養価の算定および調理の

方法について保健所等の指導を受けるよう努め

なければならない。 

５ 障害者支援施設は，食事の提供を行う場合で

あって，障害者支援施設に栄養士または管理栄

養士を置かないときは，献立の内容，栄養価の

算定および調理の方法について保健所等の指導

を受けるよう努めなければならない。 

  

  

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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９ 函館市指定通所支援の事業等の人員，設備および運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い，児童発達支援センター等の職員の配置の基

準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市指定通所支援の事業等の人員，設備および運営に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達

支援事業所（児童発達支援センターであるもの

に限る。以下この条において同じ。）に置くべ

き従業者およびその員数は，次のとおりとする。

ただし，40人以下の障害児を通わせる指定児童

発達支援事業所にあっては第３号の栄養士を，

調理業務の全部を委託する指定児童発達支援事

業所にあっては第４号の調理員を置かないこと

ができる。 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達

支援事業所（児童発達支援センターであるもの

に限る。以下この条において同じ。）に置くべ

き従業者およびその員数は，次のとおりとする。

ただし，40人以下の障害児を通わせる指定児童

発達支援事業所にあっては第３号の栄養士また

は管理栄養士を，調理業務の全部を委託する指

定児童発達支援事業所にあっては第４号の調理

員を置かないことができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 栄養士 １以上 (3) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 第１項（第１号を除く。），第２項および第

４項に規定する従業者は，専ら当該指定児童発

達支援事業所の職務に従事する者または指定児

童発達支援の単位ごとに専ら当該指定児童発達

支援の提供に当たる者でなければならない。た

だし，障害児の支援に支障がない場合は，第１

項第３号の栄養士および同項第４号の調理員に

ついては，併せて設置する他の社会福祉施設の

職務に従事させることができる。 

７ 第１項（第１号を除く。），第２項および第

４項に規定する従業者は，専ら当該指定児童発

達支援事業所の職務に従事する者または指定児

童発達支援の単位ごとに専ら当該指定児童発達

支援の提供に当たる者でなければならない。た

だし，障害児の支援に支障がない場合は，第１

項第３号の栄養士または管理栄養士および同項

第４号の調理員については，併せて設置する他

の社会福祉施設の職務に従事させることができ

る。 

８・９ （略） ８・９ （略） 
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１０ 函館市重度心身障害者医療費助成条例等の一部を改正す

る条例の骨子 

（保健福祉部所管分） 

 

 （１） 改正理由 

     医療費の助成制度の見直しに伴い，受給期間等を改めるため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

  

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市重度心身障害者医療費助成条例 新旧対照表【第１条関係】 

  

現   行 改 正 案 

  

（受給期間） （受給期間） 

第５条 医療費の助成は，次の各号に掲げる対象

者の区分に応じ，当該各号に定める期間に行わ

れた医療に関する給付について行うものとす

る。 

第５条 医療費の助成は，対象者となつた日から

受給資格を喪失した日までの期間に行われた医

療に関する給付について行うものとする。 

(1) 対象者となつた日の翌日から起算して14日

以内に前条第１項の規定による申請をした者

 当該対象者となつた日の属する月の初日か

ら受給資格を喪失した日の属する月（当該受

給資格を喪失した日が月の初日であるとき

は，その日の属する月の前月。次号において

同じ。）の末日までの期間 

（削る） 

(2) 対象者となつた日の翌日から起算して14日

を経過した後に前条第１項の規定による申請

をした者 同条第２項の規定により受給資格

があると認定された日の属する月の初日から

受給資格を喪失した日の属する月の末日まで

の期間 

（削る） 

  

（助成の方法等） （助成の方法等） 

第７条 医療費の助成は，市長が，協定医療機関

等からの請求により当該協定医療機関等に支払

うことによつて行う。 

第７条 （略） 

２ 市長は，必要があると認めるときは，前項の

規定にかかわらず，医療費の助成を，受給者ま

たは保護者からの申請により当該申請をした者

に支払うことにより，または市長が別に定める

方法により行うことができる。 

２ （略） 

３ 前項の申請は，受給者が医療に関する給付を

受けた日の属する月の翌月の初日から起算して

２年以内に行わなければならない。 

３ 前項の申請は，受給者が医療に関する給付を

受けた日の翌日から起算して２年以内に行わな

ければならない。 
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１１ 函館市養護老人ホームの設備および運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，養護

老人ホームの職員の配置の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第13条 養護老人ホームには，次の各号に掲げる

職員を置かなければならない。ただし，特別養

護老人ホームに併設する入所定員50人未満の養

護老人ホーム（併設する特別養護老人ホームの

栄養士との連携を図ることにより当該養護老人

ホームの効果的な運営を期待することができ，

かつ，入所者の処遇に支障がないものに限る。）

にあっては第６号の栄養士を，調理業務の全部

を委託する養護老人ホームにあっては第７号の

調理員を置かないことができる。 

第13条 養護老人ホームには，次の各号に掲げる

職員を置かなければならない。ただし，特別養

護老人ホームに併設する入所定員50人未満の養

護老人ホーム（併設する特別養護老人ホームの

栄養士または管理栄養士との連携を図ることに

より当該養護老人ホームの効果的な運営を期待

することができ，かつ，入所者の処遇に支障が

ないものに限る。）にあっては第６号の栄養士

または管理栄養士を，調理業務の全部を委託す

る養護老人ホームにあっては第７号の調理員を

置かないことができる。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 栄養士 １以上 (6) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(7) （略） (7) （略） 

２～11 （略） ２～11 （略） 

12 第１項第３号，第６号および第７号の規定に

かかわらず，サテライト型養護老人ホームの生

活相談員，栄養士または調理員，事務員その他

の職員については，次に掲げる本体施設の場合

には，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号

に定める職員により当該サテライト型養護老人

ホームの入所者の処遇が適切に行われていると

認められるときは，これを置かないことができ

る。 

12 第１項第３号，第６号および第７号の規定に

かかわらず，サテライト型養護老人ホームの生

活相談員，栄養士もしくは管理栄養士または調

理員，事務員その他の職員については，次に掲

げる本体施設の場合には，次の各号に掲げる区

分に応じ，当該各号に定める職員により当該サ

テライト型養護老人ホームの入所者の処遇が適

切に行われていると認められるときは，これを

置かないことができる。 

(1) 養護老人ホーム 生活相談員，栄養士また

は調理員，事務員その他の職員 

(1) 養護老人ホーム 生活相談員，栄養士もし

くは管理栄養士または調理員，事務員その他

の職員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士ま

たは調理員，事務員その他の従業者 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士も

しくは管理栄養士または調理員，事務員その

他の従業者 

(3) 介護医療院 栄養士または調理員，事務員

その他の従業者 

(3) 介護医療院 栄養士もしくは管理栄養士ま

たは調理員，事務員その他の従業者 

(4) 病院 栄養士（病床数100以上の病院の場合

に限る。） 

(4) 病院 栄養士または管理栄養士（病床数100

以上の病院の場合に限る。） 

(5) （略） (5) （略） 
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１２ 函館市特別養護老人ホームの設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，

特別養護老人ホームの職員の配置の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市特別養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第12条 特別養護老人ホームには，次の各号に掲

げる職員を置かなければならない。ただし，入

所定員が40人を超えない特別養護老人ホームに

あっては，他の社会福祉施設等の栄養士との連

携を図ることにより当該特別養護老人ホームの

効果的な運営を期待することができる場合であ

って，入所者の処遇に支障がないときは，第５

号の栄養士を置かないことができる。 

第12条 特別養護老人ホームには，次の各号に掲

げる職員を置かなければならない。ただし，入

所定員が40人を超えない特別養護老人ホームに

あっては，他の社会福祉施設等の栄養士または

管理栄養士との連携を図ることにより当該特別

養護老人ホームの効果的な運営を期待すること

ができる場合であって，入所者の処遇に支障が

ないときは，第５号の栄養士または管理栄養士

を置かないことができる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 栄養士 １以上 (5) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(6)・(7) （略） (6)・(7) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基

準条例第100条第１項に規定する指定通所介護

事業所，指定短期入所生活介護事業所等，函館

市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備

および運営に関する基準等を定める条例（平成 

 25年函館市条例第25号。以下「指定地域密着型

サービス基準条例」という。）第60条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事業所，

指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項

に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所または函館市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員，設備および運

営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成25年函館市条例

第28号。以下「指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例」という。）第６条第１項に規定す

る併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所が併設される場合において

は，当該併設される事業所の生活相談員，栄養

士，機能訓練指導員または調理員その他の従業

者については，当該特別養護老人ホームの生活 

 相談員，栄養士，機能訓練指導員または調理員， 

 事務員その他の職員により当該事業所の利用者

の処遇が適切に行われると認められるときは，

これを置かないことができる。 

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基

準条例第100条第１項に規定する指定通所介護

事業所，指定短期入所生活介護事業所等，函館

市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備

および運営に関する基準等を定める条例（平成 

 25年函館市条例第25号。以下「指定地域密着型

サービス基準条例」という。）第60条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事業所，

指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項

に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所または函館市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員，設備および運

営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成25年函館市条例

第28号。以下「指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例」という。）第６条第１項に規定す

る併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所が併設される場合において

は，当該併設される事業所の生活相談員，栄養

士もしくは管理栄養士，機能訓練指導員または

調理員その他の従業者については，当該特別養

護老人ホームの生活相談員，栄養士もしくは管

理栄養士，機能訓練指導員または調理員，事務

員その他の職員により当該事業所の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは，これ

を置かないことができる。 

  

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第46条 地域密着型特別養護老人ホームには，次 第46条 地域密着型特別養護老人ホームには，次
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に掲げる職員を置かなければならない。ただし，

他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図るこ

とにより当該地域密着型特別養護老人ホームの

効果的な運営を期待することができる場合であ

って，入所者の処遇に支障がないときは，第５

号の栄養士を置かないことができる。 

に掲げる職員を置かなければならない。ただし，

他の社会福祉施設等の栄養士または管理栄養士

との連携を図ることにより当該地域密着型特別

養護老人ホームの効果的な運営を期待すること

ができる場合であって，入所者の処遇に支障が

ないときは，第５号の栄養士または管理栄養士

を置かないことができる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 栄養士 １以上 (5) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(6)・(7) （略） (6)・(7) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 第１項第３号および第５号から第７号までの

規定にかかわらず，サテライト型居住施設の生

活相談員，栄養士，機能訓練指導員または調理

員，事務員その他の職員については，次に掲げ

る本体施設の場合には，次の各号に掲げる区分

に応じ，当該各号に定める職員により当該サテ

ライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行わ

れていると認められるときは，これを置かない

ことができる。 

９ 第１項第３号および第５号から第７号までの

規定にかかわらず，サテライト型居住施設の生

活相談員，栄養士もしくは管理栄養士，機能訓

練指導員または調理員，事務員その他の職員に

ついては，次に掲げる本体施設の場合には，次

の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める

職員により当該サテライト型居住施設の入所者

の処遇が適切に行われていると認められるとき

は，これを置かないことができる。 

(1) 特別養護老人ホーム 生活相談員，栄養士，

機能訓練指導員または調理員，事務員その他

の職員 

(1) 特別養護老人ホーム 生活相談員，栄養士

もしくは管理栄養士，機能訓練指導員または

調理員，事務員その他の職員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士，

理学療法士もしくは作業療法士または調理

員，事務員その他の従業者 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員，栄養士も

しくは管理栄養士，理学療法士もしくは作業

療法士または調理員，事務員その他の従業者 

(3) 介護医療院 栄養士または調理員，事務員

その他の従業者 

(3) 介護医療院 栄養士もしくは管理栄養士ま

たは調理員，事務員その他の従業者 

(4) 病院 栄養士（病床数100以上の病院の場合

に限る。） 

(4) 病院 栄養士または管理栄養士（病床数100

以上の病院の場合に限る。） 

(5) （略） (5) （略） 

10・11 （略） 10・11 （略） 

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サ

ービス等基準条例第100条第１項に規定する指

定通所介護事業所，指定短期入所生活介護事業

所等または指定地域密着型サービス基準条例第

60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所

介護事業所もしくは指定地域密着型サービス基

準条例第62条第１項に規定する併設型指定認知

症対応型通所介護の事業を行う事業所もしくは

指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６

条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護の事業を行う事業所が併設され

る場合においては，当該併設される事業所の生

活相談員，栄養士，機能訓練指導員または調理

員その他の従業者については，当該地域密着型

特別養護老人ホームの生活相談員，栄養士，機

能訓練指導員または調理員，事務員その他の職

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅サ

ービス等基準条例第100条第１項に規定する指

定通所介護事業所，指定短期入所生活介護事業

所等または指定地域密着型サービス基準条例第

60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所

介護事業所もしくは指定地域密着型サービス基

準条例第62条第１項に規定する併設型指定認知

症対応型通所介護の事業を行う事業所もしくは

指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６

条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護の事業を行う事業所が併設され

る場合においては，当該併設される事業所の生

活相談員，栄養士もしくは管理栄養士，機能訓

練指導員または調理員その他の従業者について

は，当該地域密着型特別養護老人ホームの生活

相談員，栄養士もしくは管理栄養士，機能訓練
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員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行

われると認められるときは，これを置かないこ

とができる。 

指導員または調理員，事務員その他の職員によ

り当該事業所の利用者の処遇が適切に行われる

と認められるときは，これを置かないことがで

きる。 

13～15 （略） 13～15 （略） 
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１３ 函館市軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，軽費

老人ホームの職員の配置の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（職員配置の基準） （職員配置の基準） 

第12条 軽費老人ホームに置くべき職員およびそ

の員数は，次のとおりとする。ただし，入所定

員が40人以下または他の社会福祉施設等の栄養

士との連携を図ることにより効果的な運営を期

待することができる軽費老人ホーム（入所者に

提供するサービスに支障がない場合に限る。）

にあっては第４号の栄養士を，調理業務の全部

を委託する軽費老人ホームにあっては第６号の

調理員を置かないことができる。 

第12条 軽費老人ホームに置くべき職員およびそ

の員数は，次のとおりとする。ただし，入所定

員が40人以下または他の社会福祉施設等の栄養

士もしくは管理栄養士との連携を図ることによ

り効果的な運営を期待することができる軽費老

人ホーム（入所者に提供するサービスに支障が

ない場合に限る。）にあっては第４号の栄養士

または管理栄養士を，調理業務の全部を委託す

る軽費老人ホームにあっては第６号の調理員を

置かないことができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 栄養士 １以上 (4) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

２～９ （略） ２～９ （略） 

10 第１項第４号の栄養士および同項第５号の事

務員のそれぞれのうち１人は，常勤でなければ

ならない。 

10 第１項第４号の栄養士または管理栄養士およ

び同項第５号の事務員のそれぞれのうち１人

は，常勤でなければならない。 

11～13 （略）  11～13 （略）  
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１４ 函館市指定居宅サービス等の事業の人員，設備および運営 

に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準の一部

改正に伴い，指定短期入所生活介護事業者等の職員の配置の基準に関す

る規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市指定居宅サービス等の事業の人員，設備および運営に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第148条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指

定短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以

下この節から第５節までにおいて「短期入所生

活介護従業者」という。）の員数は，次のとお

りとする。ただし，利用定員（当該指定短期入

所生活介護事業所において同時に指定短期入所

生活介護の提供を受けることができる利用者

（当該指定短期入所生活介護事業者が指定介護

予防短期入所生活介護事業者（指定介護予防サ

ービス等基準条例第130条第１項に規定する指

定介護予防短期入所生活介護事業者をいう。以

下同じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定短

期入所生活介護の事業と指定介護予防短期入所

生活介護（指定介護予防サービス等基準条例第 

 129条に規定する指定介護予防短期入所生活介

護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合にあっ

ては，当該事業所における指定短期入所生活介

護または指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節および次節ならびに第165条にお

いて同じ。）の数の上限をいう。以下この節か

ら第４節までにおいて同じ。）が40人を超えな

い指定短期入所生活介護事業所にあっては，他

の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ること

により当該指定短期入所生活介護事業所の効果

的な運営を期待することができる場合であっ

て，利用者の処遇に支障がないときは，第４号

の栄養士を置かないことができる。 

第148条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指

定短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以

下この節から第５節までにおいて「短期入所生

活介護従業者」という。）の員数は，次のとお

りとする。ただし，利用定員（当該指定短期入

所生活介護事業所において同時に指定短期入所

生活介護の提供を受けることができる利用者

（当該指定短期入所生活介護事業者が指定介護

予防短期入所生活介護事業者（指定介護予防サ

ービス等基準条例第130条第１項に規定する指

定介護予防短期入所生活介護事業者をいう。以

下同じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定短

期入所生活介護の事業と指定介護予防短期入所

生活介護（指定介護予防サービス等基準条例第 

 129条に規定する指定介護予防短期入所生活介

護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合にあっ

ては，当該事業所における指定短期入所生活介

護または指定介護予防短期入所生活介護の利用

者。以下この節および次節ならびに第165条にお

いて同じ。）の数の上限をいう。以下この節か

ら第４節までにおいて同じ。）が40人を超えな

い指定短期入所生活介護事業所にあっては，他

の社会福祉施設等の栄養士または管理栄養士と

の連携を図ることにより当該指定短期入所生活

介護事業所の効果的な運営を期待することがで

きる場合であって，利用者の処遇に支障がない

ときは，第４号の栄養士または管理栄養士を置

かないことができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 栄養士 １以上 (4) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第183条 基準該当短期入所生活介護事業者が基

準該当短期入所生活介護事業所ごとに置くべき

従業者（以下この節において「短期入所生活介

護従業者」という。）の員数は，次のとおりと

第183条 基準該当短期入所生活介護事業者が基

準該当短期入所生活介護事業所ごとに置くべき

従業者（以下この節において「短期入所生活介

護従業者」という。）の員数は，次のとおりと
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する。ただし，他の社会福祉施設等の栄養士と

の連携を図ることにより当該基準該当短期入所

生活介護事業所の効果的な運営を期待すること

ができる場合であって，利用者の処遇に支障が

ないときは，第３号の栄養士を置かないことが

できる。 

する。ただし，他の社会福祉施設等の栄養士ま

たは管理栄養士との連携を図ることにより当該

基準該当短期入所生活介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であって，利用

者の処遇に支障がないときは，第３号の栄養士

または管理栄養士を置かないことができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 栄養士 １以上 (3) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第190条 指定短期入所療養介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所療養介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所

療養介護事業所」という。）ごとに置くべき指

定短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以

下「短期入所療養介護従業者」という。）の員

数は，次のとおりとする。 

第190条 （略） 

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養

介護事業所にあっては，当該指定短期入所療

養介護事業所に置くべき医師，薬剤師，看護

職員（看護師および准看護師をいう。以下こ

の章において同じ。），介護職員，支援相談

員，理学療法士または作業療法士および栄養

士の員数は，それぞれ，利用者（当該指定短

期入所療養介護事業者が指定介護予防短期入

所療養介護事業者（指定介護予防サービス等

基準条例第174条第１項に規定する指定介護

予防短期入所療養介護事業者をいう。次項お

よび次条第３項において同じ。）の指定を併

せて受け，かつ，指定短期入所療養介護の事

業と指定介護予防短期入所療養介護（指定介

護予防サービス等基準条例第173条に規定す

る指定介護予防短期入所療養介護をいう。以

下同じ。）の事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあっては，当

該事業所における指定短期入所療養介護また

は指定介護予防短期入所療養介護の利用者。

以下この条および第202条において同じ。）を

当該介護老人保健施設の入所者とみなした場

合における法に規定する介護老人保健施設と

して必要とされる数が確保されるために必要

な数以上とする。 

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養

介護事業所にあっては，当該指定短期入所療

養介護事業所に置くべき医師，薬剤師，看護

職員（看護師および准看護師をいう。以下こ

の章において同じ。），介護職員，支援相談

員，理学療法士または作業療法士および栄養

士または管理栄養士の員数は，それぞれ，利

用者（当該指定短期入所療養介護事業者が指

定介護予防短期入所療養介護事業者（指定介

護予防サービス等基準条例第174条第１項に

規定する指定介護予防短期入所療養介護事業

者をいう。次項および次条第３項において同

じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定短期

入所療養介護の事業と指定介護予防短期入所

療養介護（指定介護予防サービス等基準条例

第173条に規定する指定介護予防短期入所療

養介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場

合にあっては，当該事業所における指定短期

入所療養介護または指定介護予防短期入所療

養介護の利用者。以下この条および第202条に

おいて同じ。）を当該介護老人保健施設の入

所者とみなした場合における法に規定する介

護老人保健施設として必要とされる数が確保

されるために必要な数以上とする。 

(2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規

定する療養病床をいう。以下同じ。）を有す

る病院または診療所である指定短期入所療養

介護事業所にあっては，当該指定短期入所療

(2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規

定する療養病床をいう。以下同じ。）を有す

る病院または診療所である指定短期入所療養

介護事業所にあっては，当該指定短期入所療
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養介護事業所に置くべき医師，薬剤師，看護

職員，介護職員（同法に規定する看護補助者

をいう。），栄養士および理学療法士または

作業療法士の員数は，それぞれ同法に規定す

る療養病床を有する病院または診療所として

必要とされる数が確保されるために必要な数

以上とする。 

養介護事業所に置くべき医師，薬剤師，看護

職員，介護職員（同法に規定する看護補助者

をいう。），栄養士または管理栄養士および

理学療法士または作業療法士の員数は，それ

ぞれ同法に規定する療養病床を有する病院ま

たは診療所として必要とされる数が確保され

るために必要な数以上とする。 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 介護医療院である指定短期入所療養介護事

業所にあっては，当該指定短期入所療養介護

事業所に置くべき医師，薬剤師，看護職員，

介護職員，理学療法士または作業療法士およ

び栄養士の員数は，それぞれ，利用者を当該

介護医療院の入所者とみなした場合における

法に規定する介護医療院として必要とされる

数が確保されるために必要な数以上とする。 

(4) 介護医療院である指定短期入所療養介護事

業所にあっては，当該指定短期入所療養介護

事業所に置くべき医師，薬剤師，看護職員，

介護職員，理学療法士または作業療法士およ

び栄養士または管理栄養士の員数は，それぞ

れ，利用者を当該介護医療院の入所者とみな

した場合における法に規定する介護医療院と

して必要とされる数が確保されるために必要

な数以上とする。 

２ （略） ２ （略） 
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１５ 函館市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備および

運営ならびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を

改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準の一部改正に伴い，指定介護予防短期入所生活介護事業者等の職員の

配置の基準に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備および 

運営ならびに指定介護予防サービス等に係る介護予防の 

ための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第130条 指定介護予防短期入所生活介護の事業を

行う者（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定介護予防短期入所生活介護事業

所」という。）ごとに置くべき指定介護予防短

期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節から第５節までにおいて「介護予防短期入

所生活介護従業者」という。）およびその員数

は，次のとおりとする。ただし，利用定員（当

該指定介護予防短期入所生活介護事業所におい

て同時に指定介護予防短期入所生活介護の提供

を受けることができる利用者（当該指定介護予

防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活

介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第

148条第１項に規定する指定短期入所生活介護

事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け，かつ，指定介護予防短期入所生活介護の事

業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス

等基準条例第147条に規定する指定短期入所生

活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合に

あっては，当該事業所における指定介護予防短

期入所生活介護または指定短期入所生活介護の

利用者。以下この節および次節ならびに第140

条において同じ。）の数の上限をいう。以下こ

の節から第４節までにおいて同じ。）が40人を

超えない指定介護予防短期入所生活介護事業所

にあっては，他の社会福祉施設等の栄養士との

連携を図ることにより当該指定介護予防短期入

所生活介護事業所の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって，利用者の処遇に支障

がないときは，第４号の栄養士を置かないこと

ができる。 

第130条 指定介護予防短期入所生活介護の事業を

行う者（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定介護予防短期入所生活介護事業

所」という。）ごとに置くべき指定介護予防短

期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節から第５節までにおいて「介護予防短期入

所生活介護従業者」という。）およびその員数

は，次のとおりとする。ただし，利用定員（当

該指定介護予防短期入所生活介護事業所におい

て同時に指定介護予防短期入所生活介護の提供

を受けることができる利用者（当該指定介護予

防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活

介護事業者（指定居宅サービス等基準条例第

148条第１項に規定する指定短期入所生活介護

事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け，かつ，指定介護予防短期入所生活介護の事

業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス

等基準条例第147条に規定する指定短期入所生

活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合に

あっては，当該事業所における指定介護予防短

期入所生活介護または指定短期入所生活介護の

利用者。以下この節および次節ならびに第140

条において同じ。）の数の上限をいう。以下こ

の節から第４節までにおいて同じ。）が40人を

超えない指定介護予防短期入所生活介護事業所

にあっては，他の社会福祉施設等の栄養士また

は管理栄養士との連携を図ることにより当該指

定介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な

運営を期待することができる場合であって，利

用者の処遇に支障がないときは，第４号の栄養

士または管理栄養士を置かないことができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 栄養士 １以上 (4) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第167条 基準該当介護予防短期入所生活介護事業 第167条 基準該当介護予防短期入所生活介護事業
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者が基準該当介護予防短期入所生活介護事業所

ごとに置くべき従業者（以下この節において

「介護予防短期入所生活介護従業者」とい

う。）およびその員数は，次のとおりとする。

ただし，他の社会福祉施設等の栄養士との連携

を図ることにより当該基準該当介護予防短期入

所生活介護事業所の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって，利用者の処遇に支障

がないときは，第３号の栄養士を置かないこと

ができる。 

者が基準該当介護予防短期入所生活介護事業所

ごとに置くべき従業者（以下この節において

「介護予防短期入所生活介護従業者」とい

う。）およびその員数は，次のとおりとする。

ただし，他の社会福祉施設等の栄養士または管

理栄養士との連携を図ることにより当該基準該

当介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な

運営を期待することができる場合であって，利

用者の処遇に支障がないときは，第３号の栄養

士または管理栄養士を置かないことができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 栄養士 １以上 (3) 栄養士または管理栄養士 １以上 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

第174条 指定介護予防短期入所療養介護の事業を

行う者（以下「指定介護予防短期入所療養介護

事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定介護予防短期入所療養介護事業

所」という。）ごとに置くべき指定介護予防短

期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下

「介護予防短期入所療養介護従業者」とい

う。）およびその員数は，次のとおりとする。 

第174条 （略） 

(1) 介護老人保健施設である指定介護予防短期

入所療養介護事業所にあっては，当該指定介

護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師，薬剤師，看護職員（看護師および准看護

師をいう。以下この章において同じ。），介

護職員，支援相談員，理学療法士または作業

療法士および栄養士の員数は，それぞれ，利

用者（当該指定介護予防短期入所療養介護事

業者が指定短期入所療養介護事業者（指定居

宅サービス等基準条例第190条第１項に規定

する指定短期入所療養介護事業者をいう。以

下同じ。）の指定を併せて受け，かつ，指定

介護予防短期入所療養介護の事業と指定短期

入所療養介護（指定居宅サービス等基準条例

第189条に規定する指定短期入所療養介護を

いう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっ

ては，当該事業所における指定介護予防短期

入所療養介護または指定短期入所療養介護の

利用者。以下この条および第180条において

同じ。）を当該介護老人保健施設の入所者と

みなした場合における法に規定する介護老人

保健施設として必要とされる数が確保される

ために必要な数以上とする。 

(1) 介護老人保健施設である指定介護予防短期

入所療養介護事業所にあっては，当該指定介

護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師，薬剤師，看護職員（看護師および准看護

師をいう。以下この章において同じ。），介

護職員，支援相談員，理学療法士または作業

療法士および栄養士または管理栄養士の員数

は，それぞれ，利用者（当該指定介護予防短

期入所療養介護事業者が指定短期入所療養介

護事業者（指定居宅サービス等基準条例第

190条第１項に規定する指定短期入所療養介

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

て受け，かつ，指定介護予防短期入所療養介

護の事業と指定短期入所療養介護（指定居宅

サービス等基準条例第189条に規定する指定

短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては，当該事業所におけ

る指定介護予防短期入所療養介護または指定

短期入所療養介護の利用者。以下この条およ

び第180条において同じ。）を当該介護老人

保健施設の入所者とみなした場合における法

に規定する介護老人保健施設として必要とさ

れる数が確保されるために必要な数以上とす

る。 
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(2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規

定する療養病床をいう。以下同じ。）を有す

る病院または診療所である指定介護予防短期

入所療養介護事業所にあっては，当該指定介

護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師，薬剤師，看護職員，介護職員（同法に規

定する看護補助者をいう。），栄養士および

理学療法士または作業療法士の員数は，それ

ぞれ同法に規定する療養病床を有する病院ま

たは診療所として必要とされる数が確保され

るために必要な数以上とする。 

(2) 療養病床（医療法第７条第２項第４号に規

定する療養病床をいう。以下同じ。）を有す

る病院または診療所である指定介護予防短期

入所療養介護事業所にあっては，当該指定介

護予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師，薬剤師，看護職員，介護職員（同法に規

定する看護補助者をいう。），栄養士または

管理栄養士および理学療法士または作業療法

士の員数は，それぞれ同法に規定する療養病

床を有する病院または診療所として必要とさ

れる数が確保されるために必要な数以上とす

る。 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 介護医療院である指定介護予防短期入所療

養介護事業所にあっては，当該指定介護予防

短期入所療養介護に置くべき医師，薬剤師，

看護職員，介護職員，理学療法士または作業

療法士および栄養士の員数は，それぞれ，利

用者を当該介護医療院の入所者とみなした場

合における法に規定する介護医療院として必

要とされる数が確保されるために必要な数以

上とする。 

(4) 介護医療院である指定介護予防短期入所療

養介護事業所にあっては，当該指定介護予防

短期入所療養介護に置くべき医師，薬剤師，

看護職員，介護職員，理学療法士または作業

療法士および栄養士または管理栄養士の員数

は，それぞれ，利用者を当該介護医療院の入

所者とみなした場合における法に規定する介

護医療院として必要とされる数が確保される

ために必要な数以上とする。 

２ （略） ２ （略） 
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１６ 函館市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備および 

運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準の

一部改正に伴い，指定地域密着型介護老人福祉施設の職員の配置の基準

に関する規定を整備するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市指定地域密着型サービスの事業の人員， 

設備および運営に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第152条 （略） 第152条 （略） 

２～12 （略） ２～12 （略） 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所

介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第

100条第１項に規定する指定通所介護事業所を

いう。以下同じ。），指定短期入所生活介護事

業所等，指定地域密着型通所介護事業所または

併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う

事業所もしくは指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第６条第１項に規定する併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事

業所が併設される場合においては，当該併設さ

れる事業所の生活相談員，栄養士または機能訓

練指導員については，当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の生活相談員，栄養士もしくは管

理栄養士または機能訓練指導員により当該事業

所の利用者の処遇が適切に行われると認められ

るときは，これを置かないことができる。 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所

介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第

100条第１項に規定する指定通所介護事業所を

いう。以下同じ。），指定短期入所生活介護事

業所等，指定地域密着型通所介護事業所または

併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う

事業所もしくは指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第６条第１項に規定する併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事

業所が併設される場合においては，当該併設さ

れる事業所の生活相談員，栄養士もしくは管理

栄養士または機能訓練指導員については，当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談

員，栄養士もしくは管理栄養士または機能訓練

指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切

に行われると認められるときは，これを置かな

いことができる。 

14～17 （略） 14～17 （略） 

  

 

48



 

１７ 函館市指定介護老人福祉施設の人員，設備および運営に関

する基準等を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正

に伴い，指定介護老人福祉施設の職員の配置の基準に関する規定を整備

するため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市指定介護老人福祉施設の人員，設備および運営に関する基準等を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２～11 （略） ２～11 （略） 

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等

基準条例第100条第１項に規定する指定通所介

護事業所，指定短期入所生活介護事業所等，指

定地域密着型サービス基準条例第60条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事業所，

指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項

に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所または函館市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員，設備および運

営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成25年函館市条例

第28号）第６条第１項に規定する併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業

所が併設される場合においては，当該併設され

る事業所の生活相談員，栄養士または機能訓練

指導員については，当該指定介護老人福祉施設

の生活相談員，栄養士もしくは管理栄養士また

は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の

処遇が適切に行われると認められるときは，こ

れを置かないことができる。 

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等

基準条例第100条第１項に規定する指定通所介

護事業所，指定短期入所生活介護事業所等，指

定地域密着型サービス基準条例第60条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事業所，

指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項

に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所または函館市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員，設備および運

営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成25年函館市条例

第28号）第６条第１項に規定する併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業

所が併設される場合においては，当該併設され

る事業所の生活相談員，栄養士もしくは管理栄

養士または機能訓練指導員については，当該指

定介護老人福祉施設の生活相談員，栄養士もし

くは管理栄養士または機能訓練指導員により当

該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認

められるときは，これを置かないことができ

る。 

13 （略） 13 （略） 
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１８ 函館市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の

実施に必要な基準を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     介護保険法施行規則の一部改正に伴う地域包括支援センターの人員配

置基準に関する規定の整備等をするため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 

51



 

函館市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に必要な基準を定める条例 

新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（人員配置基準） （人員配置基準） 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らそ

の職務に従事する常勤の職員の員数は，原則と

して次のとおりとする。 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らそ

の職務に従事する常勤の職員の員数（地域包括

支援センター運営協議会が第１号被保険者の数

および地域包括支援センターの運営の状況を勘

案して必要であると認めるときは，常勤換算方

法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延

時間数を当該地域包括支援センターにおいて常

勤の職員が勤務すべき時間数で除することによ

り，当該地域包括支援センターの職員の員数を

常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）に

よることができる。次項において同じ。）は，

原則として次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 主任介護支援専門員（省令第140条の66第

１項第１号イ(3)に規定する主任介護支援専

門員（介護保険法施行規則の一部を改正する

省令（平成29年厚生労働省令第48号）附則第

２条の規定により同号イ(3)に規定する主任

介護支援専門員に該当することとなる者を含

む。）をいう。）その他これに準ずる者 １

人 

(3) 主任介護支援専門員（省令第140条の66第

１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員

（介護保険法施行規則の一部を改正する省令

（平成29年厚生労働省令第48号）附則第２条

の規定により同号イ(3)に規定する主任介護

支援専門員に該当することとなる者を含

む。）をいう。）その他これに準ずる者 １

人 

（新設） ２ 前項の規定にかかわらず，地域包括支援セン

ター運営協議会が地域包括支援センターの効果

的な運営に資すると認めるときは，複数の地域

包括支援センターが担当する区域を一の区域と

して，当該区域内の第１号被保険者の数につい

て，おおむね3,000人以上6,000人未満ごとに同

項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の

地域包括支援センターに配置することにより，

当該区域内の一の地域包括支援センターがそれ

ぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合

において，当該区域内の一の地域包括支援セン

ターに置くべき常勤の職員の員数の基準は，同

項各号に掲げる者のうちから２人とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，前項の基準によっ

ては地域包括支援センターの効率的な運営に支

障があると地域包括支援センター運営協議会に

おいて認められた場合または地理的条件その他

の条件を勘案して特定の生活圏域に一の地域包

括支援センターを設置することが必要であると

３ 第１項の規定にかかわらず，同項の基準によ

っては地域包括支援センターの効率的な運営に

支障があると地域包括支援センター運営協議会

において認められた場合または地理的条件その

他の条件を勘案して特定の生活圏域に一の地域

包括支援センターを設置することが必要である
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地域包括支援センター運営協議会において認め

られた場合には，地域包括支援センターの人員

配置基準は，次の表の左欄に掲げる担当する区

域における第１号被保険者の数に応じ，それぞ

れ同表の右欄に定めるところによることができ

る。 

と地域包括支援センター運営協議会において認

められた場合には，地域包括支援センターの人

員配置基準は，次の表の左欄に掲げる担当する

区域における第１号被保険者の数に応じ，それ

ぞれ同表の右欄に定めるところによることがで

きる。 

担当する区域 

における第１ 

号被保険者の 

数 

人員配置基準 

おおむね1,000 

人未満 

前項各号に掲げる者のうちから

１人または２人 

おおむね1,000 

人以上2,000人 

未満 

前項各号に掲げる者のうちから

２人（うち１人は専らその職務

に従事する常勤の職員とす

る。） 

おおむね2,000 

人以上3,000人 

未満 

専らその職務に従事する常勤の

前項第１号に掲げる者１人およ

び専らその職務に従事する常勤

の同項第２号または第３号に掲

げる者のいずれか１人 
 

担当する区域 

における第１ 

号被保険者の 

数 

人員配置基準 

おおむね1,000 

人未満 

第１項各号に掲げる者のうちか

ら１人または２人 

おおむね1,000 

人以上2,000人 

未満 

第１項各号に掲げる者のうちか

ら２人（うち１人は専らその職

務に従事する常勤の職員とす

る。） 

おおむね2,000 

人以上3,000人 

未満 

専らその職務に従事する常勤の

第１項第１号に掲げる者１人お

よび専らその職務に従事する常

勤の同項第２号または第３号に

掲げる者のいずれか１人 
 

  

 

53



 

１９ 函館市衛生試験所設置条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     ポリ塩化ビフェニール定量試験等を廃止し，および大腸菌数に係る水

質検査について手数料を徴収することとするため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市衛生試験所設置条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

区分 単位 金額 

食品 

等検 

査 

（略） 

有機水銀定量試験 １項

目 

21,600円 

ポリ塩化ビフェニール定

量試験 

１項

目 

63,300円 

農薬 

検査 

一斉試験 １検

体 

48,000円 

個別試験 １試

験 

48,000円 

放射性物質検査 １検

体 

20,100円 

（略） 

細菌 

検査 
（略） 

水質 飲料水細菌 １検

体 

2,500円 

大腸菌群最確数 １検

体 

5,200円 

大腸菌群数 １検

体 

3,200円 

腸管出血性大腸菌 １検

体 

5,200円 

一般細菌数 １検

体 

3,200円 

レジオネラ属菌 １検

体 

13,800円 

（略） 
 

区分 単位 金額 

食品 

等検 

査 

（略） 

（削る） 

（略） 

（削る） 

（略） 

細菌 

検査 
（略） 

水質 
（削る） 

大腸菌数 １検

体 

3,200円 

（略） 

（略） 
 

  

 

55



 

２０ 函館市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 （１） 改正理由 

     公衆浴場の施設について講ずべき措置の基準に関し浴槽水に係る基準

を改めるため 

 

 （２） 改正内容 

     別紙新旧対照表のとおり 

 

 （３） 施行期日 

     令和７年４月１日 
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函館市公衆浴場法施行条例 新旧対照表 

  

現   行 改 正 案 

  

（普通浴場および福利厚生浴場について講ずべ

き措置の基準） 

（普通浴場および福利厚生浴場について講ずべ

き措置の基準） 

第５条 普通浴場および福利厚生浴場における法

第３条第２項に規定する換気，採光，照明，保

温および清潔その他入浴者の衛生および風紀に

必要な措置の基準（以下「措置基準」という。）

は，次のとおりとする。 

第５条 （略） 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 浴室で使用する水について，次に定める水

質基準に適合するよう管理すること。ただし，

ア（ア）から（エ）までならびにイ（ア）お

よび（イ）の基準については，市長の承認を

受けた公衆浴場に限り，当該基準によらない

ことができる。 

(6) （略） 

ア （略） ア （略） 

イ 浴槽水が次に掲げる基準を満たすこと。 イ （略） 

(ｱ)・(ｲ) （略） (ｱ)・(ｲ) （略） 

(ｳ) 大腸菌群が１ミリリットル中１個以下

であること。 

(ｳ) 大腸菌が１ミリリットル中１個以下で

あること。 

(ｴ) （略） (ｴ) （略） 

(7)～(36) （略） (7)～(36) （略） 
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